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令和２年度 経営発達支援事業評価報告書 

みやぎ仙台商工会 

 

Ⅰ．目 的 

本会経営発達支援計画記載の事業実施状況及び成果について、本事業実施に係る改善点やそのプロセスを明確にし、本事業推進にあたる効果的なＰＤＣＡサイクルを構築するため、外部有識者を含

めた構成メンバーによる事業評価検証委員会を実施し、評価・見直しを行い、次期の経営発達支援計画内容に反映させていくことを目的とする。 

 

Ⅱ．事業評価検証委員会の開催 

 今年度の評価検証については、国内における新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ、感染拡大を防止する観点から緊急的な措置として委員会の招集は行わず、書面にて実施した。 

  

【委員】 

No 役職名 氏 名 役職等 

1 委員長 庄 司 俊 充 みやぎ仙台商工会 会長 

2 委 員 冨 樫 利 和 みやぎ仙台商工会 副会長 

3 委 員 遊 佐 祝 治 みやぎ仙台商工会 副会長 

4 委 員 鎌 田 善 幸 みやぎ仙台商工会 筆頭理事 

5 委 員 柳 沢   敦 仙台市経済局産業政策部地域産業支援課 課長 

6 委 員 青 柳 清 司 日本政策金融公庫仙台支店国民生活第二事業 融資第二課長 

7 委 員 鈴 木   徹 宮城県商工会連合会広域支援部企業支援課 課長 

 

【審議事項】 

（１）経営発達支援事業の実施状況及び評価内容について 

 

Ⅲ．調査対象期間 

令和２年４月１日から令和３年３月３１日 

 

Ⅳ．評価方法 

Ａ：目標を達成することができた。（１００％以上） 

Ｂ：目標を概ね達成することができた。（８０％～９９％） 

Ｃ：目標を半分程度しか達成することができなかった。（３０％～７９％） 

Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった。（３０％未満）
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１．地域の経済動向の調査に関すること【指針③】 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

  

１．全国商工会連合会により委託を受けて四半期毎に実施している中小企業景況

調査（４業種 計１５事業所）と、毎月実施している小規模企業景気動向調査

（５業種 計１０事業者）を対象企業２０事業所に増やし、経営指導員等の巡

回訪問によるヒアリング調査にて、売上・利益・原材料価格・採算等の推移や今

後の見通し、経営課題等について独自分析を行い、業種別の地域内景気動向と

して整理する。また、同調査で得られる県内１０商工会エリアの県内景気動向

結果と対比して地域小規模事業者に提供する。 

 

 

 

 

 

２．統計資料等の外部データとして、みやぎ経済月報（宮城県）、東北管内経済動

向（東北経済産業局）、景況レポート（日本政策金融公庫）、毎月小規模企業景気

動向調査（全国商工会連合会）等を活用して、広域的な景気動向についても捉え

る。更に、宮城県の観光統計より震災で影響を受けている温泉地秋保・作並エリ

アへの観光入込数や宿泊者数の推移や嗜好の変化等について分析・整理する。 

 

 

３．収集・分析した情報は、必要な時に、必要な情報が提供できるよう整理し、小

規模事業者に対する迅速な提供を図り、小規模事業者の環境変化に対応した個

別の事業計画策定のための基礎資料として活用するほか、小規模事業者に対し

てどの様な支援が可能かを見出すとともに地域内の情報を得ることで、宮城県

及び仙台市に対する小規模事業者への経済対策に関する要望や提案、支援策の

検討を行うための資料にするとともに、商工会ホームページ等で広く地域の事

業者への情報の提供を行う。 

 

 

１．小企業景況調査については、業種別(製造業・建設業・

サービス業・小売業)に調査対象事業所を選定し、四半期

調査を行った。調査結果は、調査対象事業所へフィード

バックを行うとともに、本会窓口への常置だけでなく、

広く閲覧できるようホームページ内にも掲載した。 

小規模企業景気動向調査については、従来実施してい

る調査に加え、地域内の環境変化や情報をとらまえ、小規

模事業者に対してどの様な支援が可能かを見出す基礎資

料として活用することを目的に、5 業種 20 事業所に対し

景気動向調査を実施し、業種別の地域内景気動向の把握

と整理を行った。 

   

２．日本政策金融公庫が行っている景況レポートを活用し、 

全国・東北・県内エリアの業況判断、売上、経営上の問題

点などの広域的な景気動向について収集、整理するとと

もに、ホームページ内に掲載し情報提供を行った。 

また、仙台市の観光統計基礎データを活用し、仙台市内の

観光客入込数、宿泊者数、外国人宿泊者数等の情報につい

て収集、整理するとともに、ホームページ内に掲載し情報

提供を行った。 

 

３．分析し整理した内容については、職員間で共有を図り

事業計画策定のための基礎資料として活用するととも

に、巡回訪問時や経営相談等の様々な機会を捉え、広く

会員事業所に周知を行った。 

 

１． 

項目 目標 実績 評価 

中小企業景況調査 60回 60回 Ａ 

小規模企業 

景気動向調査 
240 回 96回 Ｃ 

ＨＰ公表 2回 2回 Ａ 

※R3.3月 5日現在 

 

※小規模企業景気動向調査の評価がＣの理由につい

ては、調査期間を 3 月までとしていることによる

もの。（調査は継続し実施している。） 
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２．経営状況の分析に関すること【指針①】 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

１．具体的な課題解決にあたり、経営指導員等の巡回訪問による経営状況のヒア

リング、金融相談等の窓口相談を開催する。観光業種に関連する事業所を対象

としたセミナーを開催し、個々の事案によっては専門的な知識を有する、税理

士・公認会計士、中小企業診断士、社会保険労務士などの専門家の指導助言を受

ける。例えば粗利益率が低下した場合、仕入原価率、固定費の変動など項目別に

問題点を分析し、事業主へフィードバックするとともに経営改善及び事業の効

率化に向けて活用する。尚、専門的な課題解決においては、宮城県商工会連合会

や宮城県よろず支援拠点と連携し、専門的経営分析も付加し、個々の事業計画

の基礎資料とする。 

 

２．商工会経理ソフト「ネットｄｅ記帳システム」を利用している小規模事業者に

対しては、貸借対照表や損益計算書、損益分岐点図表など経営分析システムを

活用し経営計画策定の基礎資料として定着させ、複数期の財務データを分析し

てレーダーチャートにより情報を提供し経営課題等をより明確にし、事業計画

作成の基礎資料として活用する。 

 

３．分析結果については、当該事業所に対して提供し、経営状況の把握と経営課題

の明確化による事業計画策定の支援に活用し、データは事業所毎に整理保管し、

必要な時には誰もが対応できるよう経営指導員間で情報の共有を図る。 

 

・巡回・窓口相談、各種セミナーの開催を通じて、事業計画

策定に取り組む事業所や新たな商品開発、販路開拓等に

取り組む事業者、また、今後の観光需要を見据えた観光

サービス関連の事業者を中心に、経営状況等を把握する

ために経営分析を行い、事業計画策定の基礎資料として

活用した。 

 

【経営分析対象事業所】 

①経営計画策定セミナー受講者 

②小規模事業者持続化補助金申請事業所 

③宮城県中小企業等再起支援事業補助金申請事業所 

④小規模事業者経営改善資金申請事業所 

⑤記帳機械化及びネット de記帳受託等事業所 

    

・分析ツールとしては、９月までは経営自己診断システム

を活用し、損益分岐点売上高、売上高経常利益率、流動比

率、自己資本比率等により得られた経営指標から収益性、

効率性、安全性、生産性、成長性の分析及び期間比較・同

業他社比較・業界平均値比較の３つの視点から比較し経

営資源の把握を行った。また今年度は小規模事業者持続

化補助金（コロナ特別対応型）が新設されたことにより

支援件数が大幅に増加したことから、１０月以降は BIZ

ミルを活用した経営分析も実施することで経営計画書に

反映させた。 

・経営状況の分析後に把握した専門的な課題等について 

は、当該事業所にフィードバックするとともに、宮城県商

工会連合会（サポーティングリーダー）、宮城県よろず支

援拠点等をはじめとする専門家と連携しながら、経営課

題解決に向けた伴走型支援を通してサポートを行った。 

 

 目標 
実績 

(3.2.1時点) 
評価 

巡回訪問件数 2,300件 3,116 件 Ａ 

経営分析数 27件 220件 Ａ 

 

○窓口指導件数 1,867件 
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３．事業計画策定支援に関すること【指針②】 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

１．経営指導員の巡回訪問・窓口相談を通じて、地域小規模事業者に対して事

業計画策定の必要性を理解させて、特に秋保・作並地区の観光関連事業者に

対しては積極的なアプローチを行い、経営革新意欲の高揚を促し、事業計画

策定事業者の開拓を行う。 

 

２．本会の会報やホームページを活用し、事業計画策定セミナーや個別相談会

の開催案内を行い、特に創業予定者に対しては本会ホームページ等を活用し

事業計画策定支援に関し広く周知する。 

 

３．専門家による事業計画策定等に関するセミナーを開催し、事業計画策定の

ノウハウ等について習得していただき、経営意識の高揚を図り事業計画策定

を目指す小規模事業者の掘り起こしを行う。更に専門家等による個別相談会

を開催し、市場動向等の外部環境を踏まえつつ、自社の提供する商品・サー

ビスの強み、経営方針、新たな販路開拓の方策、資金計画などの内容に基づ

く事業計画書の策定支援を行う。 

 

４．小規模事業者持続化補助金やものづくり補助金、その他各種補助事業等の

補助金申請時に、伴走型の指導・助言により事業計画の策定を支援する。ま

た、日本政策金融公庫による各種融資制度を活用し、小規模事業者の事業実

施における資金面での支援を行う。 

 

５．創業・第二創業希望者については、宮城県よろず支援拠点等の専門家と連

携し、ビジネスプラン作成のための個別相談会を開催し、創業準備に必要な

創業計画書の具体的な策定支援を行う。 

 

・小規模事業者持続化補助金等の申請時等の機会をとらえて、

事業計画の策定支援を実施。また、巡回訪問支援時や事業計

画策定等に関するセミナー、個別相談会を通して、事業計画

策定を目指す小規模事業者の掘り起こしを行うとともに、成

長性を志向する事業者へ啓蒙活動を展開した。また、感染症

対策施策の持続化補助金（コロナ型）や県再起支援事業につ

いても同様に施策の周知、申請支援を実施 

 ○経営計画策定セミナー 

日時 内容 参加人数 

8月 24日 計画立案の進め方に

ついて（集団） 

20 事業所 

21 名 

5月 11日～15日 

8月 31日～9月 2日 

個別相談会 

（個別・8日間 17回） 

17 事業所 

17 名 

 

・創業等予定者に対しては、日本政策金融公庫と連携のもと創

業個別相談会を開催し、事業計画書の策定支援を行うことで

創業支援を実施した。 

○創業・第二創業個別相談会 （一日公庫と同時開催） 

日時 内容 参加人数 

１１月２４日 
創業計画と事業資金（運

転・設備資金）について 
0人 

 

 

 

※実績値：令和 3年 2月末現在 

 

 目標 実績 評価 

創業個別相談会回数 

参加人数 

２回 

５人 

１回 

０人 
 Ⅾ 

創業・第二創業計画策 

定支援事業場数 
２   ７ Ａ 

事業計画策定セミナー 

回数（集団・個別） 

参加人数 

４回 

３０人 

集 1回 

個 17回 

３８人 

 Ａ 

事業計画策定支援 

事業者数 

７２ 

事業所 

２２０ 

事業所 
Ａ 

小規模事業者経営発達

支援資金に係る事業計 

画策定数 

２ 

事業所 

０ 

事業所 
Ｄ 

 

○事業計画策定支援事業による主な施策活用数 

※採択数は結果公表が終わっているもの 

持続化補助金（一般型第 2 回～4回） 

             申請３６  採択１３ 

持続化補助金（コロナ型第 1回～5回） 

             申請１１７ 採択４６ 

宮城県再起支援事業    申請１８  採択１８ 

先端設備導入計画認定   申請５   認定５ 

被災小規模事業者再建事業（台風型持続化補助金） 

             申請３   採択１ 

マル経融資制度推薦    推薦５９  決定５９ 
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４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

１．定期的な巡回訪問によるフォローアップ支援 

事業計画を策定した小規模事業者に対し、年３回経営指導員による定期的な

巡回訪問を行い、事業の進捗状況を確認し必要に応じたフォローアップを行

い、売上高や利益額、販売数量などの定量的な評価と数値で表せない定性的な

評価については、事業者自身による評価とヒアリングにより分析し、利益の確

保が可能となる策について小規模事業者にアドバイスする。 

また、地域に創業した者や第二創業者には事業継続を確実にするため定期的

に経営指導員による巡回訪問を行い、創業間もなく直面する税務や労務に関す

る相談を重点的に行い、必要な指導・助言を行う。 

 

２．中小企業診断士等の専門家によるフォローアップ支援 

課題解決が困難な場合については、随時、中小企業診断士や弁護士による個

別相談会を活用するとともに、宮城県商工会連合会、宮城県よろず支援拠点等

の専門家派遣制度を活用しながら、その要因等を分析し、計画のブラッシュア

ップ、または見直しを図るなど課題解決に向け、進捗状況に応じた適切な支援

を行う。 

 

３．各種補助金の活用支援と日本政策金融公庫等との連携による金融支援 

事業計画を推進するにあたっては、各種の補助制度の対象事業か否かを考慮

しながら補助金制度の活用を支援するとともに、経営の更なる安定に向けた金

融支援のため日本政策金融公庫や市内金融機関と連携して資金面での支援体

制を整える。また、日本政策金融公庫の金融相談会を毎週開催し、事業資金（運

転・設備資金）の積極的な活用を支援する。 

また、創業した者や第二創業者には、「創業補助金」などの補助制度の対象事

業か否かを考慮しながら補助金の活用を支援するとともに、本会のホームペー

ジ等において情報の提供を行う。創業に必要な金融支援については、日本政策

金融公庫や市内金融機関と連携して資金面での支援体制を整える。 

 

 

・策定した事業計画の目標到達度合いを確認するために、３

ヶ月に１度巡回訪問を行うとともに、着実に計画が達成で

きるよう、専門家等と連携しながら小規模事業者の持続的

発展を支援した。 

 

・具体的な指標としては、売上、粗利益、原価、費用、収益、

借入金等を確認。また、販路開拓、拡大に資するフォロー

アップ支援を重点的に実施するとともに、必要に応じて専

門家による適切な指導・助言を行った。 

 

・新たな課題が生じ、計画進捗が芳しくない小規模事業者等

に対しては、宮城県商工会連合会ＳＬや宮城県よろず支援

拠点と連携し、その要因を分析し計画のブラッシュアップ

や見直し、計画更新を図るなど、課題解決に向けた伴走型

支援により持続的発展を支援した。 

 

・日本政策金融公庫金融相談会を定期的に開催し、事業実施

に向けた資金面の支援を行った。 

 

○日本政策金融公庫定期金融相談会 ※２月末までの実績 

 ５～７月は開催見送り 

 開催回数 ２２回   相談事業所数 ５４事業所 

 

○融資相談会一日公庫 

日時 相談事業所数 

１１月２４日 ２ 事業所 
 

※実績値：令和 2年 12月末 

 

 目標 実績 評価 

事業計画策定 

フォローアップ

件数 

７２ 

事業所 

２１３ 

事業所 
Ａ 

創業・第二創業 

フォローアップ

件数 

２ 

事業所 

７ 

事業所 
Ａ 
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５．需要動向調査に関すること【指針③】 

経営発達支援事業の内容 実施内容・進め方 実績・評価 

 

（１）地域消費者を対象とした泉地区の需要動向調査 

地区の小規模事業者等と連携し、泉地区の消費者購買動向調査のため地域内

の消費者１００人を対象に９月に実施する。購買動向に関する設問内容は、購入

者属性（年齢・性別・居住地域）、購入する商品・来店頻度、購入平均金額、最

寄り品・買回り品の購入先、店舗選択の理由、などについて調査を実施して消費

者の購買動向を把握し、主に小売業者等の小規模事業者に情報の提供を行うた

め項目別に分析・整理する。 

また、上記アンケート調査を補完する調査として、宮城県消費購買動向調査報

告書を活用し、提供する商品・サービスに伴う地域内及び県内の商圏の変化、消

費者買物動向の変化、地元購買率等の消費動向等についても分析・整理し提供す

る。 

 

（２）観光客を対象とした秋保・作並地区の需要動向調査 

地区の旅館業者等観光関連事業者と連携し観光客の需要動向調査のため、秋

保地区・作並地区内の観光客それぞれ５０名ずつを対象に１０月に実施する。購

買動向に関する設問内容は、観光客属性（年齢・性別・居住地域）、提供のサー

ビス、価格・料金設定、おもてなしと満足度及びその理由などについて調査を実

施し、課題の抽出を行い主に旅館、観光業関連事業者等の小規模事業者に情報の

提供を行うため項目別に分析・整理する。 

また、上記アンケート調査の他に、観光庁「旅行・観光消費動向調査」報告書

等を活用し、宮城県への国内旅行動向、旅行・観光に関る消費動向、消費者嗜好

の変化等についても分析・整理し、観光客のニーズに対応した商品開発及び販路

開拓の基礎資料として活用する。 

 

 (３) データの活用 

分析した需要動向に関するデータは、個別の小規模事業者に対し事業内容に

応じた情報の提供を図り新たな需要開拓等を目的とした事業計画策定の基礎資

料として活用するとともに、分析項目別に 1 つのファイルに整理し、経営指導

 

 例年、調査実施の委託を行っていた経営コンサルタ

ント会社より、新型コロナウイルス感染症拡大防止の

観点から調査事業を中止したい（他機関等からの依頼

についても全て中止）旨の回答を受け、あらゆる可能

性を模索したが、総合的に判断し今年度の実施は見送

ることとした。 
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員等で共有することにより、地域内小規模事業者に対する経営支援に活用する。 
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６．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

①販路開拓支援 

（１）アンテナショップへの出展による販路開拓支援 

全国のバイヤーなどを対象として、全国商工会連合会が主催する「ニッポン全

国物産展」、「むらからまちから館」への出展を行い、首都圏を中心として全国に

向けた情報の発信と、宮城県商工会連合会が運営し、仙台市青葉区に開設してい

るアンテナショップ「グルっとＭＩＹＡＧＩ」、宮城県が運営する「みやぎふる

さとプラザ」に多くの事業所が出展できるよう情報提供や出展にあたっての商

品陳列方法、商品ＰＲ手法のノウハウ、書類作成などの支援を行い、出展しやす

い環境を整え、数多くの出展（店）者を輩出し、地域小規模事業者の販路開拓と

事業機会の拡大を支援する。 

 

 

（２）インターネット販売への出品支援 

インターネットの普及により、いかに上手く地域外へ情報を発信していくか

が必要不可欠である。商工会インフォメーションツール（ＳＨＩＦＴ）への企業

登録や全国商工会連合会のＥＣサイト「ニッポンセレクト.ｃｏｍ」による出品

勧奨を小規模事業者に対して積極的に行い、店舗販売の他にインターネット販

売による販路開拓を支援する。 

 

 

（３）ふるさと納税制度の活用による販路拡大支援 

全国的に魅力ある返礼品を目当てとした、ふるさと納税制度は順調に増加し

ており既に宮城県においては実施されているが、仙台市においても返礼品の選

定検討に入っていることから、小規模事業者に対して積極的に情報を提供し返

礼品目として採択されるよう巡回訪問や会報、ホームページで周知し、申請勧奨

と販路拡大支援を行う。 

 

・全国商工会連合会が主催する「ニッポン全国物産

展」、「むらからまちから館」および宮城県商工会連

合会等が主催するマッチング商談会へ参加する事

業所の募集を行い、興味を示す会員事業所や実際

に出展希望の事業所に対して小規模事業者の販路

開拓と事業機会の拡大支援についての説明を行い

新たな販路開拓方法等の支援を行った。 

 

・ＩＴを活用した販路開拓を支援し販売促進と商品

の認知度向上を図るため、新商品開発事業者や新

たな販路開拓を計画している小規模事業者に対

し、出品勧奨を行いながら出展者数や商品アイテ

ム数の増加に繋げるよう努めた。また、ＳＮＳを活

用した販路開拓支援として、宮城県商工会連合会

が主催するセミナーへの参加勧奨を行うととも

に、専門家による個別支援も交えながら経営力向

上に効果的なＳＮＳツール導入を支援した。 

 

・全国商工会連合会が運営している、無料の簡易Ｈ

Ｐ作成ツール「Ｇｏｏｐｅ（グーペ）」及びＨＰへ

小規模事業者の提供している商品・サービスの情

報及び企業情報の掲載支援を行い、販路開拓と認

知度の向上を図った。 

 

・ふるさと納税制度の活用による販路拡大支援は、

返礼品を選定する自治体との協調・連携も必要と

なることから継続的な情報収集に努めた。 

 

 目標 実績 評価 

ニッポン全国物産展 

出展（店）支援 

（販売件数） 

2 

(20) 

0 

(0) 
Ｄ 

むらからまちから館 

出展（店）支援 

（月販売件数） 

3 

(15) 

1 

(6) 
Ｃ 

みやぎふるさとプラザ

出展（店）支援 

（月販売件数） 

2 

(20) 

0 

(0) 
Ｄ 

グルっとＭＩＹＡＧＩ

出展（店）支援 

（月販売件数） 

5 

(20) 

0 

(0) 
Ｄ 

ニッポンセレクト 

．ｃｏｍ出品支援 

（月販売件数） 

6 

(15) 

0 

(0) 
Ｄ 

ふるさと納税制度に 

係る出品支援 
6 0 Ｄ 

 

○むらからまちから館出展（店）支援 

地域特産品を扱うアンテナショップへの出展支援 1件 

販売実績：12月 6件 

 

○ＳＮＳ等を活用した販路開拓のための情報化支援事業 

セミナー受講者に対する個別支援 

 専門家派遣指導によるＳＮＳツール等の作成支援 2回 
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経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

②商品・観光開発支援 

（１）新商品開発の継続支援 

全国展開支援事業により防災商品の新たな新商品の開発を行っている。今後

も継続してブラッシュアップを重ね商品の完成までの支援を行い、小規模事業

者の販売化に向け、商工会報、本会ホームページへ掲載し周知を行って販路開拓

支援を行っていく。 

 

 

（２）新たな観光ルート開発支援 

宮城県、仙台市の補助金を活用し、泉地区の西部地域の資源を活用した新たな

観光ルート等の開拓調査を行っている。新たに発掘された観光ルート商品等を、

宮城県、仙台市、仙台国際観光協会等々と協力し、地域小規模事業者の新たな事

業機会を広く支援して行く。 

 

 

（３）デザイン・キャラクターを活用した販路拡大支援 

地域特産品や企業をイメージするデザインやパッケージ、キャラクターなど

の作成を勧奨し、認知度を向上させ他地域との差別化を図るため専門家と連携

し指導助言を行い、地域小規模事業者の新たな商品展開と事業機会を広く支援

して行く。 

 

・小規模事業者持続化補助金を活用し新商品開発に取り組

む小規模事業者に対し、新たにターゲットとする客層や

商圏の設定、パッケージデザインやネーミング等商品完

成までの継続した支援を行った。 

 内容として「牛たんそぼろ」、「宅配懐石料理」、「テイクア

ウト商品（絹ごしチーズケーキ）」、「２０２０秋冬モデル

のアクセサリー」、「ワークショップキットサンプル」等

の商品開発に携わり自社ブランドを確立させることがで

きた。今後は開発した商品の今後の販路開拓において支

援を実施して周知を行いたい。 

 

 

 

 

 

〇小規模事業者持続化補助金の活用において新商品

開発を実施した件数 ８件 

 

 目標 実績 評価 

新商品開発 

アイテム数 
５品 ８品 Ａ 

 

 

 目標 実績 評価 

観光開発ルート 

商品開発数 
３件 ０件 Ｄ 
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７．地域経済の活性化に資する取り組み 

経営発達支援事業の内容 実施内容 実績・評価 

 

１．地域活性化事業 

（１）泉マルシェの複数回開催 

平成２１年より仙台市地下鉄南北線泉中央駅前ペデ

ストリアンデッキ上で開催している泉マルシェは、例年

９月中旬本会を中心とする泉マルシェ実行委員会を組

織し開催しており、毎回３万人前後の来場者があり、こ

れを１年間に複数回開催する。ただし、この場所は歩行

者専用通路として公道となっていることから、いかに法

の規制を緩和していくかが問題であり、関係部署と協議

し手続きが簡略となり、使い勝手の良いデッキとなるよ

う解決し春は大道芸、夏は盆踊り、秋は芸術祭、冬はイ

ルミネーションの装飾などを実施し四季を通じて老若

男女が集う、活気ある泉中央駅前に変貌するよう支援し

て行く。 

 

（２）いずみ朝市の開催数の増加 

４０年近くの歴史あるいずみ朝市は、４月から１２月

までの開催であるが、４月は１回、５月以降は月２回の

開催であり、更に時間も朝６時から８時までの短時間で

ある。２時間の開催では地域に及ぼす経済効果は薄く、

泉区役所、いずみ朝市運営委員会、泉中央駅前地区活性

化協議会と協議し、毎週開催と時間も近隣事業所のオー

プンする昼頃まで延長し、地域経済の活性化を図る。 

 

（３）泉区民ふるさとまつりとの連携 

１６万人以上が訪れる伝統のあるまつりであり、泉区

役所、泉中央商栄会、泉中央駅前地区活性化協議会、泉

区民ふるさとまつり協賛会と連携し新たな観光客の誘

致策と周辺事業者への消費拡大策を通して地域経済の

 

・主催、共催団体、行政、各地域の各種団体と連携し、本会地域の更なる魅力と情報

を発信して地域の入り込み客数の増加と観光地域への観光客の増加をはじめとする

交流人口の拡大を図るとともに、小規模事業者の販路拡大と地域経済の活性化を図

ることとしていたが、新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ、感染拡大を

防止する観点から、一部形式を変えて実施したイベント等を除き開催を中止した。 

 

【開催中止】 

（１）泉マルシェ 

→ 開催中止 

 

（２）いずみ朝市 

→ 従来の開催回数を減らしかつ開催時間も短縮し開催したが、従来行ってい 

  る商工会協賛のイベントは中止となった。 

 

（３）泉区民ふるさとまつり 

    → 開催中止 

 

（４）いずみハロウィン 

→ イベント実施が見送りとなったため、クラウドファンディングにより協賛 

を募り、例年会場となっている「isMe!おへそひろば」をかぼちゃのライト等 

で装飾し、３密を避けながら市民が楽しめるイベントを開催した。 

 

（５）宮城地区まつり 

   → 開催中止 

 

（６）まつりだ！秋保 

   → 開催中止 
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活性化を図る。 

 

（４）宮城地区まつりとの連携 

３万人以上が訪れるまつりであり、地区内には平家落

人伝説の残る観光地、定義、作並温泉郷があり、青葉区

宮城総合支所、町内会、仙台国際観光協会と連携し新た

な観光客の誘致策を講じる。 

 

 

（５）まつりだ ! 秋保との連携 

地域最大のイベントであり、秋保地域商工祭として同

時開催し、太白区秋保総合支所、町内会、秋保スタンプ

会、仙台国際観光協会と連携し秋保温泉郷に訪れる観光

客を取り込んだ新たな誘致策を講じる。 
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８．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取り組み 

経営発達支援事業の内容 実施内容 

 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

（１）中央ブロック商工会連絡協議会管内経営指導員情報交換会（年２回） 

中央ブロック商工会連絡協議会管内４商工会（くろかわ商工会、利府松島商工会、多賀城・七ケ浜

商工会、みやぎ仙台商工会）の経営指導員を対象とし、地域内の経営環境の現状、消費動向の把握、

及び経営支援向上を目的とした情報交換会を開催し、収集した情報を基に各商工会での小規模事業者

への支援を実行する。 

 

（２）地域金融情報懇談会（年２回） 

日本政策金融公庫仙台支店、地元金融機関(七十七銀行、仙台銀行、岩手銀行、荘内銀行、北日本銀

行、きらやか銀行、山形銀行、杜の都信用金庫、宮城第一信用金庫、古川信用組合)１０行と、地域の

経済動向、小規模事業者の現況、消費動向、新たな融資制度、保証制度などの金融支援の現状やノウ

ハウを把握することを目的とした金融情報懇談会を開催する。収集した情報を基に会員事業所、小規

模事業者へ最新情報をフィードバックし、円滑に融資を受けられるよう金融支援を実行する。 

 

（３）経営力向上支援事例発表会への参加 

宮城県商工会連合会主催の「経営力向上支援事例発表会」を通して、各商工会経営指導員によるチ

ーム支援で経営力向上に導いた支援事例について共有し、各商工会での成功指導事例の共有を通じ

て、小規模事業者支援の具体的なノウハウ等について情報を交換する。 

１．他の商工会との連携を通じて各地域の商工業の現状・課題を踏まえた支援ノウハウ等に

ついて情報交換を行い、小規模事業者の需要を見据えた経営戦略策定支援の基礎資料とし

て活用した。 

（１）中央ブロック商工会連絡協議会管内経営指導員情報交換会 

年月日 場所 内容 

R2. 8.11  利府松島商工会 1. 経営発達支援事業の進捗状況等について 

2. 新型コロナウイルス感染症対策支援について 

R3. 2. 3 みやぎ仙台商工会 1. 新型コロナウイルス感染症関連の経営支援状況に 

  ついて 

2. 事業継続力強化支援計画策定等の状況について 

3. 管内商工業者の景気動向について 

 

（２）地域金融情報懇談会（※新型コロナウイルス感染症の影響により未実施） 

開催日時 場所 内容 

― ― ― 

 

（３）宮城県商工会連合会主催の「経営力向上支援事例発表会」に参加し、各商工会経営指

導員によるチーム支援で経営力向上に導いた支援事例について共有するとともに、各地域

において取り組んでいる小規模事業者支援の具体的なノウハウ等についての情報交換を

行った。 

開催日時 場所 内容 

R3. 1.28 夢メッセみやぎ 経営支援事例発表及び支援ノウハウの共有 
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経営発達支援事業の内容 実施内容 

 

２．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）宮城県商工会連合会が主催する研修会及び中小企業大学校が主催する研修会に経営指導員等が積

極的に参加し、経営指導員の資質向上と支援能力向上を図る。 

 

（２）経営支援会議を毎月開催し行政の施策、金融斡旋状況、法人・個人の所得税確定申告指導等を通

じて得た情報から管内の経営状況等を分析し、経営指導員間のスキルアップを図る。また経営力向

上研究会において、中小企業診断士を講師に、経営指導員の他補助員、記帳専任職員を対象とした

勉強会を開催し、職員間での支援ノウハウ等を共有することで、組織全体の支援能力の向上を図る。 

 

（３）若手経営指導員については、指導経験の長い経営指導員と共に巡回訪問を行い、小規模事業者を

支援し、指導方法、助言、情報の収集手段などの方法を学び、伴走型支援の能力向上を図る。 

 

（４）全職員による全体会議を月１回開催し、経営指導員等が研修会で得た支援ノウハウ等や地域内の

小規模事業者の景況や経営状況等の情報を共有することで組織全体における支援能力の向上を図

る。また、人事異動により担当職員が異動した場合にも小規模事業者への支援に支障をきたさない

ように基幹システムの経営カルテに事業所別に支援内容等を蓄積し職員間の情報共有を図る。 

２．宮城県商工会連合会が主管となり行う職員研修の受講、また、国、県、中小企業基盤

整備機構等をはじめとする関係機関が主催するテーマ別研修を積極的に受講したこと

により、経営支援スキルの向上を図った。また、得た知識やスキルについては、職場内

での会議により全職員が共有し、組織力の底上げを図った。 

 

（１）宮城県商工会連合会及び中小企業大学校等主催 

年月日 場  所 内  容 

R2. 4. 3 くろかわ商工会 第 1回ブロック別経営支援推進会議 

R2. 6.15 宮城県商工会連合会 第 1回伴走型経営支援検討会議 

R2. 6.18 TKP ガーデンシティ仙台 第 2回経営支援推進会議 

R2. 7.15 TKP ガーデンシティ仙台 階層別研修（事務局責任者研修Ⅰ） 

R2. 7.22 TKP ガーデンシティ仙台 階層別研修（課長職研修） 

R2. 7.28 TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（労務支援Ⅰコース） 

R2. 8.20 TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（金融支援コース） 

R2. 8.24 TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（労務支援Ⅱコース） 

R2. 9. 3  TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（経営計画策定支援コース）  

R2. 9. 4 TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（経営計画コース） 

R2. 9. 8 仙都会館 企業支援連絡会議 

R2.10.30 くろかわ商工会 ブロック別経営支援推進会議 

R2.11. 6 TKP ガーデンシティ仙台 小規模企業支援能力向上研修（税務支援コース） 

  

（２）国、県、市等主催 

年月日 場  所 内  容 

R3. 1.20 仙台南税務署 記帳指導担当者研修会 

R3. 1.21 仙台北税務署 記帳指導担当者研修会 

 

（３）経営支援会議及び伴走型経営支援検討会議の開催 

会議名 回数 実施日 

経営支援会議 7回 4 月 23 日、6 月 24 日、8 月 19 日、10 月 23日、12 月 1

日、1月 18日、3月●日 

伴走型経営支援研究会 3回 10月 23日、12月 1日、1月 18 日 
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（４）若手経営指導員については、指導経験の長い経営指導員と共に巡回訪問を行い、小

規模事業者経営改善資金制度の活用や小規模事業者持続化補助金採択者のフォローア

ップ他各種相談事案について小規模事業者の支援を行い、指導方法や助言、情報の収集

手段などの方法を理解することで伴走型支援の能力向上に努めた。 

 

（５）全職員による全体会議 

会議名 回数 実施日 

職員全体会議 １回 4月 1日 
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９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

経営発達支援事業の内容 実施内容・進め方 目標 

 

（１）毎年度、外部有識者（仙台市経済局地域産業支援課長、宮城県商工会連合

会日本政策金融公庫仙台支店）、本会正副会長により構成された検証委員会

に事業の実施内容、成果の評価、見直し事項を報告し、見直し案の提示を受

ける。 

 

（２）検証委員会での事業の成果、評価、見直しの結果を理事会に報告し、承認

を受ける。 

 

（３）検証委員会での内容、結果を本会ホームページ及び会報で公表する。 

 

（４）継続事業については引き続き実施し、見直しした案件は次年度の事業内容

へ反映させる。 

 

 

・２月に開催予定の事業評価検証委員会へ向け、実施した事業

内容の取り纏めを行う。 
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【委員からの主な評価及び意見】 

 

１．総評 

 ・令和２年度はコロナの影響もあり予定どおりに進まない事業もあったと思うが、総じてしっかり対応できていたと思われる。 

 ・令和３年度は、コロナ後の「事業継続支援」が大切になるので、本年度同様に対応をお願いしたい。 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響により、当初の計画通りに事業を実施することが難しいなか、巡回訪問件数や経営分析については目標を大幅に上回る実績となっており、厳しい環境下にある事 

  業者に寄り添った丁寧な経営支援を行ったものとして高く評価する。今後、東北学院大学泉キャンパス移転に伴って、人材確保や売上等の面で事業者の経営環境に大きな影響が出ることが予想さ 

れることから、泉中央商圏域の活性化に向けて関係者が連携して取り組んでいく必要がある。 

 ・コロナ禍の大変な時に創意工夫を重ねて取り組まれていることに対し敬意を評す。概ね良好であると思われるが、自己評価が低い面も見受けられるのと、小規模事業者へ効果的な情報発信が必要 

であると感じる。例えば、ＳＮＳ等を用いた告知による新たな対応も必要と考える。 

 

２．事業別評価 

 ・令和２年度の物産展やイベント等については、新型コロナウイルス感染症の影響により、そのほとんどが中止になっている。今後の感染状況等にもよるが、ＥＣサイトの積極的な活用等、新たな 

生活様式に対応した販路開拓や業態返還等に対する支援を更に強化していただきたい。 

 ・小規模事業者経営発達支援資金については、コロナ禍で他の施策が優位であればニーズが少なくなることは理解できるので、評価はＤでなくても良いと思われる。 

 ・販路開拓支援については、情報提供をされていても相手方よりニーズが少ないことは理解できるので、評価はＤでなくても良いと思われる。 

 ・ふるさと納税制度に係る出品支援については、行政と協議を行っていることは理解できるので、評価はＤでなくても良いと思われる。 


